






































































































































































































































































































































企業数 C 13，688 92，690 14．8％
事業所数 N 80，224 107，451 74．7％




粗付加価値 （百万円） 52，604，606 116，819，38745．0％
平成6年度 平成6年
企業数 C 13，730 80，410 17．1％
事業所数 N 80，906 96，159 84．1％










企業あたり事業所数 N／C 5．86 L16 5．06
事業所あたり従業者 L／N 75．21 81．07 0．93
労働生産性 X／L 44．24 34．91 127
粗付加価値率 V／X 0．20 0．38 0．51
企 平成6年度 平成・6年
企業あたり事業所数 N／C 5．89 1．20 4．93
事業所あたり従業者 L／N 73．34 82．83 0．89
労働生産性 X／L 42．17 33．35 1．26































































企業あた 事業所あ 企業あた 事業所あ 企業あた 事業所あ







12食料品製造業 ＆20 41．71 33ユ1 Qユ7 1．17 69．51 24．09 040 7．03 0．60 1．37 0．41
13飲料・たばこ・飼料製造業 13．04 43．03 84．41 0．14 1．29 67．50 109．68 0．30 10．10 0．64 0．77 0．47
14繊維工業 2．68 82．19 24．66 0．21 1．13 61．64 18．78 0．45 238 1．33 L31 0．46
15衣服・その他の繊維製品製造業 5．02 45．80 19．96 0．23 1．15 49．86 9．23 0．48 4．36 0．92 2．16 047
16木材・木製品製造業 6．01 53．77 60．40 0．15 1．11 42．98 25．95 0．36 5．42 1．25 2．33 0．42
17家具・装備品製造業 639 3535 28．54 0．20 1．11 52．04 21．57 0．43 5．77 0．68 1．32 0．47
18パルプ・紙・紙河口品製造業 4．49 67．55 45．61 0．20 1．28 65．45 35．07 0．43 3．51 1．03 1．30 0．46
19出版・印刷・同関連産業 5．97 49．99 34．95 0．26 1．1｛｝ 67．54 28．58 0．54 5．44 0．74 1．22 0．48
20化学工業 9．01 62．65 46．76 0．23 1．43 129．95 56．59 0．56 6．28 0．48 0．83 0．41
21石油製品・石炭製品製造業 10．07 58．19 278．15 0．10 139 139．52 256．69 0．25 7．25 Q．42 1．08 0．39
22プラスティック製品製造業 4．77 50．62 33．34 0．21 1．21 62．18 26．61 0．43 3．94 0．81 1．25 0．48
23ゴム製品製造業 4．76 117．65 31．43 0．28 1．23 99．98 22．90 0．52 3．86 1．18 1．37 0．53
24なめし革・同製品・毛皮製造業 L81 79．03 22．75 0．19 1．07 4633 17．94 0．40 1．70 1．71 127 0．46
25窯業・土石製品製造業 6．32 42．55 36．04 0．19 1．22 52．82 25．35 0．55 5．18 0．81 1．42 035
26鉄鋼業 4．26 132B35L85 0．22 1．26 131．16 47．12 0．41 3．37 1．01 1．10 0．54
27非鉄金属製造業 4．30 96．68 47．69 0．18 1．35 117．69 38．99 0．36 3．18 0．82 122 051
28金属製品製造業 6．37 42．70 34．80 0．21 L16 56．60 25．83 047 5．49 0．75 1．35 0．45
29一般機械器具製造業 6．27 62．85 35．89 0．21 1．16 82．62 28．99 0．42 5．42 0．76 1．24 0．50
30電気機械器具製造業 5．03 132．57 38ユ5 0．22 1．26 126．65 31．82 0．39 399 1．05 1．2Q 0．55
31輸送用機械器具製造業 3．67 209．77 50．74 0ユ7 1．30 174．21 50．02 0．30 2．82 1．20 1．01 0．57
32精密機械器具製造業 550 63．77 25．15 α24 1．16 88．42 21．89 0．42 4．74 0．72 1．15 0．57
34その他の製造業 6．04 43．26 37．68 0．23 1．46 110．53 20．74 0．51 4．13 0．39 1．82 0．45



































































































































3 50～99人 77．3　　　1668，2　　　21．6 1，2　　　　　　　　69㌔8　　　　　1010．1　　　　　14．5
4 100～199人142．5　　3334．9　　　23．41．4　　　　　　136．7　　　　23732　　　　　17．4
5 200－299人243．6　　5800．2　　　23，81．7　　　　　　241．0　　　　4951．6　　　　　20．5
6 300～499人385．3　　9316．2　　　24．21．9　　　　　　382，5　　　　9425．1　　　　　24，6
7 500－999人7012　　21814．0　　　31．12．0　　　　　　694．4　　　　22401，6　　　　　32．3
8 1000－4999人1827．9　　66382．8　　　36．33．0　　　　　1799．4　　　　71233．9　　　　　39，6
9 5000人以L205615　　995721．0　　　48．414． 　　　　17437．6　　　964234，1　　　　55．3
9 平均 692，4　　26540．2　　　3＆31．2　　　　　　146，7　　　　4705．7　　　　　32ユ
統計でありながらそこに観測される各産業の特徴には差異の見られるこ
とがわかった。そのうちのいくつかの違いは，両統計問の概念や調査範
囲の違いとして解釈可能であるが，なぜそのような違いが生ずるのかが
これだけの比較ではわからないものの方が多い。おそらくそれらの差異
はその産業の持つ何らかの特性に基づくと思われるが，いったいそれは
どのような特性なのだろうか。
　今後，企業活動基本調査を充実させるにあたっては，まず第1にこの
ような問題を解明しておくことが重要と思われる。既存の工業統計では
捉えきれていない産業特性とは何なのか，それを企業活動基本調査でど
のように調べればカバーできるのかを吟味すべきである。また第2に，
たとえば粗付加価値額は両調査において同一の名称を持つ変数である
が，それが持つ分析的意味はまったく異なっている。そこで，両調査は
それぞれどんな分析目的に対して用いられるべきかを，あらかじめ検討
しておく必要がある。第3に，たとえ詳しく突き詰めればその違いが明
らかになるとしても，両統計の類似の変数間の水準や変化の方向に著し
い（たとえば正反対の）違いのあることは望ましいことではない。その
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ような場合には，なぜその違いが生じたのかがわかるように，集計の仕
方や変数の名称の付け方，調査項目の選定方法を工夫すべきである。
　また調査にあたって，できるだけ少ない調査費用でできるだけ多くの
調査を行う方法が工夫されるべきであろう。おそらく企業活動基本調査
で資本金3000万円以しというクライテリアがおかれている理由の一・つに
は，調査費用の問題があると思われる。企業活動基本調査が，すでに定
着している．r業統計調査のネットワークとまったく別個に行われるとい
うのでなく，調査段階においても両者がリンクされることが必要と思わ
れる。そのような調査ノ∫法を考えていこうとするとき，EU諸国では調
査客体の基本台帳の整備努力をしている，データのユーザーとメーカー
が管理されながらも密接に連携しあっている，調査体系の一本化につと
めているなどの事実は，参考にすべきことであるように思う。
4．　ネ3オつり‘こ
　以しでは，ヨーロッパにおける企業調査統計の現状と，日本の企業統
計において見られる特徴をまとめた。まず，ヨーロッパでは企業にid
番特を振ることでサンプリングをしゃすくしたり，複数の統計調査問の
リンクを可能にするなどの工夫をしていることがわかった。同時にid
番号を振っていく段階で，従来ばらばらになっていた統計調査機関を一
つにまとめるなどの合理化を行っていた。また決められた制約のもとで
データを開示し，データを使いながらよりよいデータ体系を探っていこ
うとする姿勢がみられた。さらに，ヨーロッパ全体の統計を総括する機
関としてのユーロスタットの役割に注目することができる。
　・ノ∫，日本については企業活動基本調査と工業統計調査という製造業
に関する二つのノ柱産統計の連携がいまなお，十分吟味されているとはい
えなさそうである。これには事業所統計を基本的にあきらめ，企業べ一
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スの統計のみを調査しているヨーロッパにはない難しい問題があるのか
もしれない。たしかに事業所は生産現場に最も近い主体概念であるか
ら，これに関する統計を持っていることは日本にどっておおきな利点と
いえるだろう。その一方で，技術開発や海外進出などの局面で意思決定
の主体としての企業の役割が重要になってきた現在，企業ベースの統計
がどうしても必要なことは言うまでもない。そこで伝統的な事業所統計
と相互補完的であるような，企業ベースの統計が整備されることが今後
望まれる。
注：この紀要原稿脱稿後に，平成6年度第2回企業活動基本調査の確報が公表さ
れた。
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